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１．都市の定義 

１．１ ＣｉｔｙとＵｒｂａｎの違い 
  しばしば「都市」と「市」は同義語で用いられてきたが、行政・

政治的概念である「市」は明治21年に市制が布かれてその
概念が初めて確立した。 

１．２ 都市経済学での都市 
 「都市」という言葉は、 

  「都：みやこ」 → 「にぎわいのあるところ」 

  「市：いち」  → 「財やサ－ビスの交易の中心地」 

 の合わさった単語。つまり、都市とは 

  ［ 人々の密な交流、財・サービスの交易中心 ］ 

 



１．１ CityとUrbanの違い 

地方自治体の「市」 

地方自治体としての「市」については、地方自治法の第２編・第１章・第８条に
おける「市となるべき普通地方公共団体」の要件として、以下の４つの事柄が
示されている。 

 ・人口が５万人以上（一時期は４万人以上） 

   → 一定の人口規模 

 ・中心の市街地を形成している区域内に在る戸数が、全戸数の６割以上で
あること 

   → 集中 

 ・商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する
者の数が、全人口の６割以上であること 

   → 産業構成 

 ・上記の３項目の外、当該都道府県の条例で都市的施設その他の都市とし
ての要件を具えていること 

このような行政的な市についての定義を、そのまま都市経済学における都市
の定義として用いることには問題がある 



合併特例法の市の要件 

• 平成16年3月31日までに、合併する場合に限り、市制施行
のための要件を、人口３万以上とするとともに、連たん要件
等の人口以外の要件を不要とする  

• 平成16年4月1日から平成17年3月31日までに、合併する場
合に限り、市制施行のための人口に関する要件は、４万以
上とする（連たん要件等の人口以外の要件は必要）  

市の数 町村の数 

平成11年4月 671 1,990/568 地方分権推進法一部施行 

平成16年5月 695 1,872/533 特例法を一部改正 

平成17年4月 739 1,317/339 合併特例法の施行 

平成18年3月 777 846/198 特例法、経過措置終了 

平成24年1月 787 748/184 



（旧）静岡市と浜松市の違い 

人 口 

（人） 

面 積 

ｋｍ２ 

可住地面積 

ｋｍ２ 

可住地 

人口密度 

静岡市 474,092 1146.13 198.80  2,385 

浜松市 561,606 256.74  230.15  2,440 

１９９5年 国勢調査 

人 口 

（人） 

面 積 

ｋｍ２ 

可住地面積 

ｋｍ２ 

可住地 

人口密度 

静岡市 713,716 1388.74 319.11 2,236 

浜松市 804,067 1511.17  485.75 1,655 

2005年 国勢調査 



１．２ 都市経済学での都市 

都市においては 

・様々な消費の機会 

・多くの種類の物的施設＋多様な利用方法 

・様々な個性を持った異質な人間や企業が数多く存在 

「都市とは、他の地域に比べて高い密集性、すなわち相対
的に高い人口密度をもち、高密度の土地利用がなされて
おり、同時に未利用地を含めた空閑地が稀少なところ 

都市社会学的に言うと 

都市計画的に言うと 



都市の多様性 variety とは 

 「多種多様な人間が集まって絶えず接触しながら情
報の交換を行い、互いに刺激を与え合うことができ
る」 

地域であり、 

 「そこにおいてこそ独創的なアイディアや新しい技術
が生まれ，持続的成長が可能になる」  

知識のスピルオーバー 

sｐｙ, imitation, copy, creation  



２．都市化とその過程 

２．１ 都市化の動向 
  都市化の進展 →  

   都市域の空間的な拡大 

   → 市街地が複数の市町村にまたがる 

   → 都市圏域もしくは大都市圏域 

２．２ 都市化の形態 

  社会・生活面：都市的あるいは都会的な生活様式が入ってきて、ライフ・

スタイルが変化していき、生活様式が多様化していくことであり、社会の

階層構造が複雑化していくといったことであろう。  

２．３ エッジシティ 

 都市の発展段階仮説 

スプロールの果てに形成 

八王子市 



２．１ 都市化の動向 

• ＤＩＤ(人口集中地区)：人口が4000(人/km2)以上 

• 1960年(昭和35年) 

 10人のうち6.4人が「市」に居住 

 10人のうち4.4人がDIDに居住 

• 2005年(昭和80年） 

 10人のうち8.6人が「市」に居住 

 10人のうち6.6人がDIDに居住 

• 2010年（昭和85年） 

 10人のうち9.04人が「市」に居住 

 10人のうち6.73人がDIDに居住 

 



2005年国勢調査（町丁目）、GISソフト 

岡山大学周辺の人口分布、都心（高島屋）からの距離 



２．２ 都市化の形態 

①従来は都市域でなかった地域が都市になっ
ていくといった都市化 

 → 都市域の外延的拡大 

②既存の都市域が土地利用や人口等の密度
においてさらに高度化していくという都市化 

 → 都市空間の高度化 
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２．２ 都市化の形態 

① 都市化の初期の状態 
    は業務機能や商業施設が集積しているところであり、  は住宅地。 

  この点より遠いところは農地で、そこの昼夜間人口密度は一定。 

  この状態では、都市内で昼夜間人口密度の差は小さい。 

②既存都市域における土地利用の高度化などによる都市化 

  ある程度に都市化している地域において、立体的に都市的な諸機能が増
大。 

  具体的には、 

    都市内にある空閑地に商業施設や住宅が建てられたり、 

   低層住宅から高層住宅への建て替え 

   低層の住・商・工の混在地域が再開発によって高層のビルへ 

  といった現象。 

 都心近くにおける昼間の人口密度を高め、都心の外延部における夜間の
人口密度を高める  

OA AB
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２．２ 都市化の形態 
③非都市部の都市化 
 都心部での業務機能の集積がさらに高まってくる 

  → 都心部での労働需要の増大（図２－１の（ｃ）における昼間人口密度）
が他の地域からの人口流入を招き、それによって都市の外延部の非都市
的な地域が都市的地域に組み込まれていく。 

 これは森林・原野や農地などの非都市的な土地利用がなされていた地域
が開発され宅地となり、そこが商業地や住宅地といった都市的土地利用
に変化し、都市的機能が外へ向かって拡大していく現象。 

  → 都市の郊外化（sub-urbanization）の進行 

 郊外化は、しばしばその都市の中心部からの人口の流出をともない、都心
部の人口空洞化、いわゆるド－ナッツ化現象を引き起こす。 

 図２－１（ｃ）：都心部での夜間人口密度が低下し、郊外へいくにつれてより
密度が上昇し、その結果、都市域が連続的に拡大するといった郊外分散
型の都市化。 

 分散型の都市化には、都市の境界からある程度離れた点に郊外の住宅団
地が開発され、そのあたりの夜間人口密度が図の点の周辺で示した小山
のようになることもしばしば見受けられる。これは、いわゆるスプロ－ル現
象といわれるものである。 



都市化の進行と大都市圏域の形成 

１）戦後の昭和２０年代から３０年代前半 

２）昭和３０年代後半から始まった高度経済成長期  

都心 

大都市 

衛星都市 

都心 

中心都市 

大都市圏域 

郊外 



３．都市圏の概念、発展プロセス 

３．１ 都市化の進行と大都市圏の形成 

 都市化の進展→都市域の空間的拡大→市街化区域が複数の市町村にま
たがる 

３．２ 日本における都市圏の定義 

 中心都市と郊外地域から形成 

３．３ 都市圏の変化と推移 



３．２ 都市圏の定義 

（１）中心都市の基準 

   ａ．常住人口が５万人以上 

   ｂ．鉱業を除く非一次産業就業比率が常住ベ－スで７５％以上 

   ｃ．昼夜間人口比率が１．０以上 

   ｄ．他の中心都市へ通勤する割合が常住就業人口の１５％未満で、 

    すべての流出先についての就業流出比率が３０％未満 

（２）郊外地域の基準 

   ａ．鉱業を除く非一次産業の常住就業者に占める就業比率が７５％以上 

   ｂ．当該中心都市への流出就業者数の比率が１０％以上 

     ただし、１０％以上になる中心都市が複数個存在する場合には、その市町村
は流出就業人口比  率の最も高い中心都市の郊外地域とみなす。 

（３）都市圏全体の基準 

   ａ．中心都市と郊外地域を合わせた総人口が、１０万人以上 

 

1985年の国勢調査結果のデ－タによると、上記の基準を満たす都市圏は、日本全
体で１１８個が設定できる。 



＜周辺Ｄ市＞

＜中心市Ａ市＞

商業、サービス業
通勤

買い物

＜周辺Ｂ町＞

製造業

住民

農業

住民

＜周辺Ｃ市＞

製造業

大学等

＜周辺Ｅ村＞

工業団地

＜周辺Ｄ市＞

産業振興支援

【経済社会圏域で考える理由】

・ Ｃ市は多くの住民がＢ町の工業団地に通勤。この意味で、Ｃ市にとってＢ町の製
造業振興は重要。Ｂ町は主として固定資産税狙いで工場を誘致する。しかし、雇用
の増加はＣ市にとっては意味があるものの、Ｂ町にとってあまり効果がないため、
それ以上の産業振興は行わず、Ｃ市もＢ町の産業振興は行わない。

・ Ａ市の商業にとって、Ｅ村の農業従事者の買い物は重要であり、Ｅ村の農業振興
は重要。しかし、Ａ市はＥ村の農業振興は行わない。

・ 新産業育成に取り組んでいるＤ市にとってＡ市の中心部にある大学や研究機関
などは産学連携の拠点として重要であるが、Ａ市の中心部の空洞化に伴う都市
的機能が衰退。

・ 農業振興のうまくいかないＥ村は農地開発と大規模スーパーの誘致を推進。その
結果、Ａ市の中心部が空洞化。Ｅ村の農業の縮小がＡ市の商業の不振を加速。

経済社会圏単位
で取組を行わな
いと以下のような
ことが生じ得る

重点化、有機的な連携等により、効果的な産業振興等を図る

誤
っ
た
地
域
間
競
争



クラーセン・パエリンクの仮説 

ヨ－ロッパの地域科学者クラ－センとパエリンクは、都市圏を中
心都市と郊外地域に区分し、それらの人口や雇用の相対的
変化を調べた。 

そして、それによって都市化のプロセスをいくつかの段階に区
分し、各都市圏における都市化のプロセスがどういう段階に
なってきているかをみようとした。  

３．３ 都市圏の変化と推移 



都市のライフサイクル・プロセス 

成長期 ［都市圏人口増減］＞０ 
 都市化 
  ① 絶対的集中期  ［中心都市］ ＞ ０ ［郊外地域］ ＜ ０    ［都市圏］ ＞ ０ 
  ② 相対的集中期  ［中心都市］ ＞   ［郊外地域］ ＞ ０     ［都市圏］ ＞ ０ 

 郊外化 
  ③ 相対的分散期  ０ ＜ ［中心都市］ ＜ ［郊外地域］       ［都市圏］ ＞ ０ 
  ④ 絶対的分散期    ［中心都市］ ＜ ０  ［郊外地域］ ＞ ０  ［都市圏］ ＞ ０ 

停滞期 ［都市圏人口増減］±０ 
  ⑤  

衰退期 ［都市圏人口増減］＜０ 
 逆都市化 
  ⑥ 絶対的分散期  ［中心都市］ ＜ ０  ［郊外地域］ ＞ ０    ［都市圏］ ＜ ０ 
  ⑦ 相対的分散期  ０ ＞ ［郊外地域］ ＞ ［中心都市］       ［都市圏］ ＜ ０ 

 再都市化 
  ⑧ 相対的集中期  ０ ＞ ［中心都市］ ＞ ［郊外地域］       ［都市圏］ ＜ ０ 
  ⑨ 絶対的集中期  ［中心都市］ ＞ ０  ［郊外地域］ ＜ ０   ［都市圏］ ＜ ０ 



都市ライフサイクルの特徴 

中心都市 

の変化（＋） 

郊外地域 

の変化（＋） 

絶対的集中の都市化 

絶対的集中 

相対的集中の都市化 

相対的集中 

相対的分散 

絶対的分散 

絶対的分散の郊外化 相対的分散の郊外化 

都 

市 

化 

再都市化 

郊外化 

逆 

都 

市 

化 

衰 退 

成 長 分 散 

集 中 
① 



クラ－センとパエリンクのモデルは、過去の都市化の推移やそ

の段階を検証し、また都市化の国際比較をするには有用で

ある。 

しかしながら、どのような理由によって都市の発展段階が生じ、

さらに都市圏が将来どのように推移していくかについて、明

快な説明がなされているわけではない。 

それは結局のところ、このモデルは経済理論的な背景を持って

おらず、経験的な仮説に基づいていることに起因しているか

らなのである。 

都市の成長や衰退のメカニズムを考えるには、経済理論をもと

にした分析が必要なのである。  

仮説の限界 



岡山都市圏の構成 

岡山市 
（304,690人） 

山陽町 

（12,356人） 
瀬戸町 

(7,446人） 

2,555人(34.3%) 
4,708人(38.1%) 

1,660人(32.9%) 

御津町 

（5,050人） 

熊山町 

（3,806人） 
994人(26.1%) 

長船町 

（5,954人） 

邑久町 

（9,321人） 早島町 

（5,778人） 

灘崎町 

（8,182人） 

玉野市 

（32,770人） 

2,984人(32.0%) 
1,757人 

(29.5%) 

2,395人(29.3%) 

2,009人 

(35.1%) 

6,423(19.6%) 

牛窓町 

（3,848人） 

917人(23.8%) 

赤坂町 

（2,847人） 

617人(23.6%) 

この括弧の数値は常住就業者数 
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岡山都市圏の人口動態 

 中心都市、郊外地域ともに人
口は順調に伸びてきたが、最近
では郊外地域の人口増加にか
げりが見える。 

 人口増減では、1970年代前

半、すなわち高度経済成長期に
おいて、中心都市(岡山市)では
人口が5万人以上増加した。最
近5年間では2万人程度になっ
ている。 

 郊外地域では、人口が減少に
転じている。しかし、都市圏全体
では増加傾向にある。 



50-55
55-60

60-65
65-70

70-75
75-80

80-85
85-90

90-95
95-00

00-05

-8

-7

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

千
人

中心都市 郊外地域 都市圏全体

38

27

39

27

37

25

34

21

31

18

30

17

29

16

28

16

27

15

26

14

25

14

23

13

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
0

10

20

30

40

50

60

70

千人

郊外地域 中心都市

新見都市圏の人口動態 



松江都市圏の構成 

松江市 
（76,117人） 

島根町 

（2,014人） 美保関町 

(3,361人） 

661人(19.7%) 
807人(38.4%) 

1,179人(26.7%) 

鹿島町 

（4,413人） 

八束町 

（2,405人） 
503人(20.9%) 

八雲村 

（3,819人） 

東出雲町 

（6,502人） 

玉湯町 

（3,642人） 

宍道町 

（4,935人） 

大東町 

（7,934人） 

加茂町 

（3,673人） 

2,432人(37.4%) 
2,010人(52.6%) 

1,180人(23.9%) 

1,201人(33.0%) 

13.3% 

15.4% 



松江都市圏
人口の推移 

出雲都市圏
人口の推移 
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浜田都市圏
人口の推移 

益田都市圏
人口の推移 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
0

20

40

60

80

100

千人

郊外地域 中心都市

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
0

50

100

150

200

千人

郊外地域 中心都市



松江都市圏のライフサイクル 

中心都市 郊外地域 都市圏 

1955-65年 ＋ －－ － 相対的分散（衰退） 

1965-75年 ＋＋ － ＋ 絶対的集中（成長） 

1975-85年 ＋＋ ＋ ＋＋ 相対的集中（成長） 

1985-00年 ＋ － ＋ 絶対的集中（成長） 
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室蘭都市圏のライフサイクル 
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中心都市 郊外地域 都市圏 

1950-65年 （＋） (＋)  成長 

1965-75年 （＋）→（－） （＋） 成長(鈍化) 

1975-85年 （－） （＋）→（－） 停滞から衰退 
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浜田都市圏のライフサイクル 
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宇部都市圏のライフサイクル 
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東京都市圏内部の人口密度の変化 
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３．２ 都市化の進展と都市問題  

■過密問題 

 ・土地問題(地価が高すぎる) 

 ・住宅問題(住宅が狭い、不便、・・・） 

 ・環境問題（騒音、大気汚染、地盤沈下・・・） 

 ・交通混雑問題（通勤問題、慢性渋滞） 

 ・大都市の物価高 

これらの多くは、高度経済成長期において顕在化した
。 

現代経済学の方法論を用いて、都市問題を経済学的に把
握し、政策的課題を考える。 
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次回：都市集積の経済理論 

• 事前にgoogleなどで検索して知識を得ておく
ように 

• Keywords 

  生産関数、規模に関して収穫一定 

 限界生産性、限界価値生産性 

 比較優位、集積の経済 

 外部効果、外部経済 


